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Ⅰ　 組織の概要

　 １ 　 組織機構図 令和７ 年４ 月１ 日現在

公営企業管理者企業庁長

企業局

総務室 総務危機管理グループ

人事給与グループ

企画調整グループ

財務部 財務課 財務企画グループ

財務指導グループ

経理調達グループ

出納グループ

財産企画グループ

財産運用グループ

企画グループ

運用グループ

会計課

財産管理課

情報管理課

水道部 経営課 管理広報グループ

経営企画グループ

営業指導グループ

技術管理グループ

計画グループ

工務グループ

配水グループ

漏水対策グループ

藤沢駐在事務所

水質・ 公民連携グループ

浄水電機グループ

利水調整グループ

ダム管理グループ

電気技術グループ

経営企画グループ

計画課

水道施設課

浄水課

利水課

発電課

利水電気部

相模原水道営業所

相模原南水道営業所

津久井水道営業所

鎌倉水道営業所

藤沢水道営業所

茅ケ崎水道営業所

平塚水道営業所

厚木水道営業所

海老名水道営業所

大和水道営業所

寒川浄水場

谷ケ原浄水場

水道水質センタ ー

相模川水系ダム管理事務所

酒匂川水系ダム管理事務所

相模川発電管理事務所

発電総合制御所
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２  幹部職員一覧 

 

 ( 1)  本庁機関                     令和７ 年４ 月１ 日現在 
職 名 氏 名 職 名 氏 名 

公営企業管理者企業庁長 浦 邊  哲 財 務 部 会 計 課 長 曽我部 哲也 

企 業 局 長 大 内  禎 財 務 部 財 産 管 理 課 長 平 野  孝 

副 局 長 兼 総 務 室 長 小 碇  聡 史 財 務 部 情 報 管 理 課 長 熊 澤  智 宏 

技 監 兼 水 道 部 長 志 澤  洋 史 水 道 部 経 営 課 長 藤 本  淳 太 

財 務 部 長 井 上  敦 水道部水道企画担当課長 網 谷  泰 輔 

公 民・ 広 域 連携 担 当部 長 佐 藤  厚 水 道 部 計 画 課 長 吉 井  昭 寿 

利 水 電 気 部 長 亀 崎  新 一 水 道 部 水 道 施 設 課 長 大 野  一 郎 

総務室企画調整担当課長 杉 山  正 樹 水 道 部 浄 水 課 長 川 口  真 人 

総 務 室 管 理 担 当 課 長 関 口  仁 利 水 電 気 部 利 水 課 長 鶴 井  正 幸 

財 務 部 財 務 課 長 渡 辺  憲 一 利 水 電 気 部 発 電 課 長 蔵 本  洋 光 

 

 

 ( 2)  出先機関                     令和７ 年４ 月１ 日現在 
名 称 所 在 地 職名 氏 名 

相模原水道営業所 相模原市中央区光が丘２ 丁目18番56号 所長 天 野  一 

相模原南水道営業所 相模原市南区相模大野６ 丁目３ 番１ 号 所長 藤原 幸樹 

津久井水道営業所 相模原市緑区中野252番地の１  所長 田所 清司 

鎌倉水道営業所 鎌倉市御成町12番18号 所長 若林 広晃 

藤沢水道営業所 藤沢市鵠沼石上二丁目６ 番１ 号 所長 渡井 大輔 

茅ケ崎水道営業所 茅ケ崎市本村四丁目５ 番22号 所長 脇  正 彦 

平塚水道営業所 平塚市西八幡一丁目３ 番１ 号 所長 平塚 孝史 

厚木水道営業所 厚木市水引二丁目３ 番１ 号 所長 小林 紀人 

海老名水道営業所 海老名市上郷717番地 所長 櫻 山  周 

大和水道営業所 大和市西鶴間三丁目12番18号 所長 斉田 成一 

寒川浄水場 高座郡寒川町宮山4, 271番地 場長 野 枝  勉 

谷ケ原浄水場 相模原市緑区谷ヶ 原２ 丁目６ 番１ 号 場長 青栁 一郎 

水道水質センタ ー 高座郡寒川町宮山4, 058番地 所長 関山 真樹 

相模川水系ダム管理事務所 相模原市緑区城山２ 丁目９ 番１ 号 所長 石 坂  智 

酒匂川水系ダム管理事務所 足柄上郡山北町神尾田734 所長 恵畑 有嗣 

相模川発電管理事務所 相模原市緑区谷ヶ 原２ 丁目７ 番17号 所長 田中 克彦 

発電総合制御所 相模原市緑区川尻4, 454番地の３  所長 首藤 明生 
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３  分掌事務 

 

総務室 

( 1)  条例、 規則、 規程等に関する こ と 。  

( 2)  公印に関する こ と 。  

( 3)  文書の受領、 発送、 記録、 編さ ん及び保存に関する こ と 。  

( 4)  個人情報の保護に関する 法律（ 平成15年法律第57号） の施行に関する こ と 。  

( 5)  神奈川県情報公開条例（ 平成12年神奈川県条例第26号） の施行に関する こ と 。  

( 6)  労働協約に関する こ と 。  

( 7)  職員の任免、 分限、 懲戒、 服務その他人事に関する こ と 。  

( 8)  職員の表彰及びほう 賞に関する こ と 。  

( 9)  組織及び職員の定数に関する こ と 。  

( 10)  職員の考査に関する こ と 。  

( 11)  職員の賠償責任に関する こ と 。  

( 12)  職員の給与、 旅費、 勤務時間その他勤務条件に関する こ と 。  

( 13)  職員の研修に関する こ と 。  

( 14)  職員の福利厚生及び安全衛生に関する こ と 。  

( 15)  企業庁の危機管理及び災害対策に関する こ と 。  

( 16)  関係団体と の連絡調整に関する こ と 。  

( 17)  企業庁の事業経営改善に係る 計画及び調整に関する こ と 。  

( 18)  事務事業の企画及び調整に関する こ と 。  

( 19)  公営企業の開発調査（ 水資源に関する こ と を 除く 。） に関する こ と 。  

( 20)  重要施策の審議、 調整及び進行管理に関する こ と 。  

( 21)  業務の改善に関する こ と 。  

( 22)  企業庁の広報広聴活動の総合的企画及び調整に関する こ と 。  

( 23)  一般財団法人かながわ水・ エネルギーサービ ス に関する こ と 。  

( 24)  その他庁内他課の主管に属し ないこ と 。  

 

財務部 

  財務課 

( 1)  業務状況の公表に関する こ と 。  

( 2)  資金計画その他財政計画に関する こ と 。  

( 3)  予算の原案の作成及び経理に関する こ と 。  

( 4)  決算に関する こ と 。  

( 5)  剰余金の処分及び積立金に関する こ と 。  

( 6)  経理の指導及び調整に関する こ と 。  
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( 7)  公営企業資金等運用事業に関する こ と （ 企業局財務部財産管理課の所管に係る も のを  

除く 。）。  

( 8)  企業債及び一時借入金に関する こ と 。  

( 9)  県議会と の連絡に関する こ と 。  

( 10)  その他財務に関する 事務の総括に関する こ と 。  

会計課 

( 1)  予算の執行に関する こ と 。  

( 2)  金融機関に関する こ と 。  

( 3)  金銭出納に関する こ と 。  

( 4)  競争入札の参加者の資格に関する こ と 。  

( 5)  工事請負業者並びに委託業者及び物品等の購入業者の調査選定に関する こ と 。  

財産管理課 

( 1)  固定資産及びたな卸資産に関する 事務の総括に関する こ と 。  

( 2)  固定資産の減価償却及び評価に関する こ と 。  

( 3)  固定資産（ 量水器を除く 。） の取得、 貸借、 移転、 管理及び処分に関する こ と 。  

( 4)  貯蔵品に関する 事務の総括及び総合調整に関する こ と 。  

( 5)  貯蔵品の取得、 管理及び処分に関する こ と 。  

( 6)  建築工事（ 管理者が別に定める も のを除く 。） に関する こ と 。  

( 7)  電気設備工事（ 管理者が別に定める も のに限る 。） に関する こ と 。  

( 8)  神奈川臨海鉄道株式会社に関する こ と 。  

( 9)  本庁の所管に属する 損失補償に関する こ と （ 企業局利水電気部利水課の所管に係る も  

のを除く 。）。  

( 10)  土地収用法（ 昭和26年法律第219号） 及び公共用地の取得に関する 特別措置法（ 昭和36

年法律第150号） に係る 事務に関する こ と 。  

( 11)  不動産の登記及び登記権利証書の保存に関する こ と （ 神奈川県企業庁相模川水系ダム

管理事務所、 神奈川県企業庁酒匂川水系ダム管理事務所及び神奈川県企業庁相模川発電

管理事務所の所管に係る も のを 除く 。）。  

( 12)  公営企業資金等運用事業のう ち地域振興施設等整備事業に関する こ と 。  

情報管理課 

( 1)  情報化の企画及び推進に関する こ と 。  

( 2)  情報シス テムに係る 調査、 研究及び開発に関する こ と 。  

( 3)  情報シス テムの管理及び運用に関する こ と 。  

 

水道部 

  経営課 

( 1)  水道事業の次に掲げる 事項に関する こ と 。  
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ア 事業経営の計画及び調整に関する こ と 。  

イ  水道料金及び水道利用加入金に関する こ と 。  

ウ  業務の指導及び調整に関する こ と 。  

エ 固定資産のう ち量水器の取得、 移転、 管理及び処分に関する こ と 。  

( 2)  公共下水道使用料の総括及びその徴収事務の指導に関する こ と 。  

( 3)  企業局水道部の所管事業の企画及び調整に関する こ と 。  

( 4)  企業局水道部の広報広聴活動に関する こ と 。  

( 5)  水道営業所、 浄水場及び水道水質センタ ーに関する こ と 。  

( 6)  その他企業局水道部内他課の主管に属し ないこ と 。  

  計画課 

( 1)  水道事業の次に掲げる 事項に関する こ と 。  

ア 水道法（ 昭和32年法律第177号） に係る 認可の申請等に関する こ と 。  

イ  河川法（ 昭和39年法律第167号） に係る 許可の申請等に関する こ と（ 神奈川県水道（ 寒 

川創設）、 神奈川県水道谷ケ原及び神奈川県水道（ 早戸川） の水利使用に係る も のに限

る 。）。  

ウ  水需要予測、 供給計画及び水運用計画（ 分水及び受水に関する も のを含む。） に関す

る こ と 。  

エ 水道施設の整備計画に関する こ と 。  

( 2)  工事等の単価及び歩掛並びに技術指針、 基準等に関する こ と 。  

( 3)  工事等の検査に関する こ と 。  

  水道施設課 

水道事業の次に掲げる 事項に関する こ と 。  

ア 送配水施設の運営指導及び維持管理に関する こ と （ 企業局水道部浄水課の所管に係 

る も のを除く 。）。  

イ  送配水管工事及び給水装置工事の技術指導に関する こ と 。  

ウ  給水装置工事事業者に関する こ と 。  

エ 大口径老朽管リ フ レ ッ シュ 事業等に係る 実施計画、 設計及び施行に関する こ と 。  

オ 漏水の調査及び分析に関する こ と 。  

 浄水課 

( 1)  送配水施設の運営指導及び維持管理に関する こ と （ 電気機械設備に係る も のに限る 。）。 

( 2)  浄水及び水質に係る 企画及び調整に関する こ と 。  

( 3)  公民連携の推進に係る 企画及び調整に関する こ と 。  

( 4)  取水施設、 浄水施設及び水質検査施設の運営指導に関する こ と 。  

( 5)  自家用電気工作物の運営指導に関する こ と 。  

( 6)  法令に基づく 電気及び機械施設の業務に関する こ と 。  

( 7)  水道事業に係る 水源かん養林に関する こ と 。  

( 8)  その他浄水及び水質に関する こ と 。  
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利水電気部 

  利水課 

( 1)  電気事業、 相模川総合開発共同事業及び酒匂川総合開発事業の次に掲げる 事項に関す  

る こ と 。  

ア 水の供給及び水運用に関する こ と 。  

イ  ダム、 貯水池、 取水施設、 水路等に係る 計画及び調整に関する こ と 。  

ウ  電気事業法（ 昭和39年法律第170号） に係る 許可、認可の申請等に関する こ と（ ダム、   

貯水池、 取水施設、 水路等に係る も のに限る 。）。  

エ 河川法に係る 許可の申請等に関する こ と（ 企業局水道部計画課及び企業局利水電気部 

発電課の所管に係る も のを除く 。）。  

オ 損失補償に関する こ と 。  

カ 電気事業に係る 水源かん養林に関する こ と 。  

( 2)  企業局利水電気部の所管事業の企画及び調整に関する こ と 。  

( 3)  企業局利水電気部の広報広聴活動に関する こ と 。  

( 4)  ダム管理事務所、 相模川発電管理事務所及び発電総合制御所に関する こ と 。  

( 5)  相模川水系の水の総合運用に係る 調整に関する こ と 。  

( 6)  水資源の開発調査に関する こ と 。  

( 7)  利水に関する 調査及び研究に関する こ と 。  

( 8)  その他企業局利水電気部内他課の主管に属し ないこ と 。  

  発電課 

電気事業の次に掲げる 事項に関する こ と 。  

ア 企画、 調査研究及び調整に関する こ と 。  

イ  電気事業法に係る 許可、認可の申請等に関する こ と（ 企業局利水電気部利水課の所管  

に係る も のを 除く 。）。  

ウ  河川法に係る 許可の申請等に関する こ と （ 発電の水利使用に係る も のに限る 。）。  

エ 発電設備の計画及び調整に関する こ と 。  

オ 発電設備の保安に関する こ と 。  

カ 発電所の運用に関する こ と 。  

キ 送配電線路及び通信設備に関する こ と 。  

ク  発電事業における 電気の供給に関する 契約に関する こ と 。  

ケ 早戸川発電所に関する こ と 。  

コ  谷ヶ 原太陽光発電所に関する こ と 。  

サ 愛川太陽光発電所に関する こ と 。  
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４  職員配置 

 

令和７ 年４ 月１ 日現在  

所 属 職員数 所 属 職員数 

総務室 28 相模原水道営業所 32（ １ ）  

財務課 14 相模原南水道営業所 27（ １ ）  

会計課 14（ １ ）  津久井水道営業所 22（ １ ）  

財産管理課 16 鎌倉水道営業所 40（ ４ ）  

情報管理課 21（ １ ）  藤沢水道営業所 43（ ２ ）  

経営課 26 茅ケ崎水道営業所 27（ ３ ）  

計画課 17 平塚水道営業所 35（ １ ）  

水道施設課 35 厚木水道営業所 41（ ２ ）  

浄水課 20 海老名水道営業所 29（ ６ ）  

利水課 18 大和水道営業所 25（ １ ）  

発電課 11 寒川浄水場 111（ ４ ）  

  谷ケ原浄水場 57（ ２ ）  

水道水質センタ ー 19（ １ ）  

相模川水系ダム管理事務所 89（ ３ ）  

酒匂川水系ダム管理事務所 50（ ４ ）  

相模川発電管理事務所 33 

発電総合制御所 21 

本庁機関 小計 220（ ２ ）  出先機関 小計 701（ 36）  

合   計 921（ 38）  

 備考 

 １  一般常勤職員（ 育休代替等任期付職員及び臨時的任用職員を 除く 。） 及び再任用職員について記載。 

 ２  職員数には国や他自治体等から の派遣・ 交流職員を含め、 国や他自治体等への派遣職員を除く 。  

 ３  （  ） 内は再任用職員で内数。  

 

 

５  附属機関 

                           令和７ 年４ 月１ 日現在 

名 称 所掌事務 委員数 所管課 

神 奈 川 県 営 水 道 

事 業 審 議 会 

水道事業に関する 事項につき 神奈川県

公営企業管理者の諮問に応じ て 調査審

議し 、 その結果を報告し 、 又は意見を 建

議する こ と  

12人 経営課 
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Ⅱ　 予算及び事業の概要

　 １ 　 令和７ 年度公営企業会計当初予算の概要

＜予算規模（ 支出） ＞

計画を着実に推進し、災害への対策と脱炭素化・DX化を加速する

〇 水道事業経営計画及び電気・ ダム管理事業計画に掲げた、 水道管路の更新や
老朽化し た相模ダムのリ ニュ ーアル事業など 、 主要な取組を着実に推進する 。

〇 大規模地震の発生に備え、 水道施設の耐震化や停電対策を進める と と も に、
突発的な断水事故等の発生時に迅速に応急給水が行える よ う 、 体制を強化する 。

〇 脱炭素社会の実現に向けて、 水道施設の省エネルギー化に加え、 再生可能エ
ネルギーをためる 取組などを進める と と も に、 経営基盤の強化に向けたＤ Ｘ の

推進など、 将来を見据えた取組を推進する 。

（ 単位　 千円、 ％）

( 注１ )

( 注２ )  金額は、 表示単位未満切捨てのため合計と 符合し ないこ と がある （ 次頁以降同様） 。

127, 776, 342 122, 727, 288 5, 049, 054

2, 462, 862 2, 103, 810 
酒匂川総合開発

事業会計

104. 1

359, 052 117. 1

合　 計

相模川総合開発
共同事業会計

3, 240, 625 2, 826, 650 413, 975 114. 6

1, 234, 088 123. 5
公営企業資金等
運用事業会計

6, 494, 668 5, 260, 580 

電気事業会計 13, 899, 697 12, 442, 591 1, 457, 106 111. 7

101, 678, 490 100, 093, 657 1, 584, 833 101. 6

伸率

Ａ Ｂ Ａ －Ｂ Ａ ／Ｂ

水道事業会計

会　 計

令和７ 年度 令和６ 年度 対前年度比較

当初予算額 当初予算額 増減額

「 当初予算額」 は、 収益的支出( 損益勘定) 及び資本的支出( 資本勘定) の予算額を合計し たも のである 。
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（ 単位　 千円）

会　 計　 名
勘定
区分

収    入
予 算 額

支    出
予 算 額

 当年度利益剰余金 5, 000, 381 

　 ( 前年度利益剰余金 1, 323, 792)

資本 21, 189, 416 41, 032, 700  補塡財源使用額 19, 843, 284 

計 89, 237, 859 101, 678, 490 

 当年度利益剰余金 1, 368, 503 

　 ( 前年度利益剰余金 2, 691, 090)

資本 398, 871 5, 480, 161  補塡財源使用額 5, 081, 290 

計 10, 654, 799 13, 899, 697 

 当年度欠損金 △ 522, 728

　 ( 前年度利益剰余金 320, 404)

資本 4, 454, 924 4, 742, 843  補塡財源使用額 287, 919 

計 5, 665, 067 6, 494, 668 

損益 2, 637, 382 2, 637, 382 

資本 603, 243 603, 243 

計 3, 240, 625 3, 240, 625 

損益 1, 998, 651 1, 998, 651 

資本 464, 211 464, 211 

計 2, 462, 862 2, 462, 862 

 当年度利益剰余金 5, 846, 156 

　 ( 前年度利益剰余金 4, 335, 286)

資本 27, 110, 665 52, 323, 158  補塡財源使用額 25, 212, 493 

計 111, 261, 212 127, 776, 342 

（ 注） 「 前年度利益剰余金」 は、 令和６ 年度当初予算に基づいた数値である 。

当年度損益及び
補塡財源使用額の状況

水 道 事 業 会 計

損益 68, 048, 443 60, 645, 790 

電 気 事 業 会 計

損益 10, 255, 928 8, 419, 536 

合　 　 　 　 計

損益 84, 150, 547 75, 453, 184 

公営企業資金等
運 用 事 業 会 計

損益 1, 210, 143 1, 751, 825 

相模川総合開発
共 同 事 業 会 計

酒匂川総合開発
事 業 会 計

２ 令和７ 年度当初予算額総括表
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３ 　 令和７ 年度事業会計別当初予算額及び主要事業の概要

　 ( 1)  水道事業会計

　 　 ア　 当初予算額
（単位  千円）

年　    度
    科  目  等

 収   益   的   収   入 ａ 68, 048, 443 63, 015, 385 5, 033, 058

水 道 料 金 59, 848, 899 54, 453, 717 5, 395, 182

水 道 利 用 加 入 金 1, 876, 865 1, 962, 811 85, 946 △          

そ の 他 収 入 6, 322, 679 6, 598, 857 276, 178 △         

 収   益   的   支   出 ｂ 60, 645, 790 59, 308, 115 1, 337, 675

職 員 費 6, 727, 759 6, 387, 042 340, 717

受 水 費 14, 996, 180 15, 119, 418 123, 238 △         

動 力 費 、 薬 品 費 及 び 修 繕 費 9, 858, 627 9, 258, 570 600, 057

減 価 償 却 費 等 15, 674, 758 15, 684, 703 9, 945 △           

支 払 利 息 1, 473, 812 1, 452, 630 21, 182

そ の 他 支 出 11, 914, 654 11, 405, 752 508, 902

ｃ 2, 402, 272 2, 383, 478 18, 794

 資   本   的   収   入 ① 21, 189, 416 21, 084, 557 104, 859

 資   本   的   支   出  ② 41, 032, 700 40, 785, 542 247, 158

建 設 改 良 事 業 費 等 27, 716, 051 27, 643, 723 72, 328

元 金 償 還 金 13, 316, 649 13, 141, 819 174, 830

19, 843, 284 △      19, 700, 985 △      142, 299 △         

（ 参考）

③ 5, 530, 575 8, 376, 456 2, 845, 881 △       

④ 948, 057 2, 845, 881 △       3, 793, 938

6, 478, 632 5, 530, 575 948, 057

（ 注１ ） 令和６ 年度当初予算額の「 前年度末資金残高」 は、 令和５ 年度決算を 反映さ せた額である 。
（ 注２ ） 「 当年度分資金収支」 は、 当年度利益剰余金・ 損益勘定留保資金等から 資本的収支差引額を
　      差し 引いたも のである 。

1, 323, 792 3, 676, 589

資
本
的
収
支

内
訳

資 本 的 収 支 差 引 額 （ ① - ② ）

資
金
収
支

前 年 度 末 資 金 残 高

当 年 度 分 資 金 収 支

資 金 残 高 （ ③ + ④ ）

令和７ 年度
当初予算額

　 　 　 　 　 Ａ

令和６ 年度
当初予算額

　 　 　 　 　 Ｂ

増減額
　 Ａ －Ｂ

収
 
益
 
的
 
収
 
支

内
 
 
訳

内
　
　
　
訳

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額

当 年 度 利 益 剰 余 金 又 は 欠 損 金
あ あ あ あ ( ａ - ｂ - ｃ ) あ あ あ あ

ｄ 5, 000, 381
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イ 　 水道料金収入の状況　

　 ( ｱ)  水道料金収入

令 和 ７  年 度 令 和 ６  年 度

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

12市６ 町 12市６ 町 - -

1, 437, 985戸 1, 429, 313戸 8, 672戸 100. 6 %   

2, 849, 172人 2, 871, 529人 △22, 357人 99. 2 %   

59, 848, 899千円 54, 453, 717千円 5, 395, 182千円 109. 9 %   

　 ( ｲ)  給水量 （ 単位  ㎥）

298, 631, 000 299, 514, 138 883, 138 △        99. 7 %   

　 　

　 　 水道料金収入については、 令和６ 年10月から 段階的に改定する （ ※） こ と によ る 増収分を

　 加えた約598億円を見込んでいま す。 　

　 （ ※） 神奈川県県営上水道条例の一部を改正する 条例（ 令和６ 年３ 月26日公布） によ る 改定

年　 度
増   減 前年度対比

区　 分

給 水 区 域

給 水 戸 数

給 水 人 口

水 道 料 金

前年度対比
区　 分

年　 度
令 和 ７  年 度 令 和 ６  年 度 増   減

年 間 総 給 水 量
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　 ウ 　 主要事業の概要

 　 ( ｱ)  将来にわたり 適切に管理さ れた水道

ａ 　 管路更新推進事業

ｂ 　 水道シス テムの再構築に向けた取組【 ゼロ 予算】

ｃ 　 浄水場の再整備（ 寒川浄水場） 【 一部再掲】

ｄ 　 県営水道出先組織再編に向けた施設整備

ｅ 　 電気機械設備等更新事業

る こ と と し 、 廃止後も 安定的な給水を継続する ために必要な整備に取り 組む。

「 災害・ 事故にも 強い水道」 を 目指し 、 水道を 支える 基幹管路、 復旧に時間を 要す

戦略的な管路整備等の効果的・ 効率的な推進や頻発化・ 激甚化する 自然災害、 漏水

る 管路や災害時に拠点と なる 重要施設（ 病院、 避難所など ） への供給管路から 整備し て

いく 「 戦略的な管路整備」 を 推進する 。

県内水道４ 事業者と の連携の下、 水道施設の効率化・ 強靭化・ 脱炭素化を 目指し 、

「 浄水場の統廃合（ 11⇒８ 浄水場） 」 、 「 よ り 上流から の取水」 、 「 取水から 浄水ま で

安定給水の確保を 図る た め、 浄水場、 配水池、 ポン プ所等の老朽化し た電気設備な

ど を更新する 。

18, 653, 325千円

－

761, 004千円

46, 481千円

の一体的な運用」 に取り 組む。

4, 027, 620千円

事故等に迅速に対応でき る 組織づく り と し て、 令和12年度を 目標に水道部の出先組織の

「 水道シ ス テ ム の再構築」 に向け 、 寒川第２ 浄水場を 令和12年度を 目途に廃止す

再編を 行う ため、 大和水道営業所の建替に着手する 。

事業の対象区域（ 給水区域）
相模原市（ 一部の地域を 除く ） 、 平塚市（ 一部の地域を除く ） 、 鎌倉市、 藤沢市、 小田原市の一部、 茅ヶ 崎市、 逗子市、 厚木市、
大和市、 伊勢原市、 海老名市、 綾瀬市、 葉山町（ 一部の地域を 除く ） 、 寒川町、 大磯町、 二宮町、 箱根町の一部、 愛川町の一部
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ｆ 　 寒川浄水場排水処理施設管理運営事業

ｇ 　 ド ロ ーン活用強化事業

　  ( ｲ)  災害・ 事故にも 強い水道

ａ 　 効果的な漏水対策

ｂ 　 水道施設耐震化事業【 一部再掲】

258, 896千円

令和８ 年度から 令和12年度ま での間、 寒川浄水場の排水処理施設の維持管理・ 運

営を 民間業者に一括し て委託する こ と によ り 、 引き 続き 、 効率的な施設の運用や浄水発

（ 債務負担行為　  2, 788, 377千円　 令和７ 年度から 令和12年度）

効率的な施設点検と 災害時における 迅速な状況確認を 実現する ため、 ド ロ ーン を 水

管橋など 近接し て目視が困難な水道施設の点検に活用する 。

－　 千円 

1, 165千円

生土の再生利用を行う 。

調査を 実施する 。

地震災害等によ る 発災直後の断水戸数の減少や復旧日数を 短縮する ため、 「 戦略的

な管路整備」 によ る 管路の耐震化を 進める と と も に、 配水池・ 水管橋の耐震化にも 取り

組む。

18, 989, 310千円

漏水事故を 未然防止する ため、 基幹管路や国県道に埋設さ れている 老朽管等の漏水

※

※ 複数年の債務負担行為を設定し ている が、 令和７ 年度の支出を伴わないため、 支出予算額と し
ては「 － 千円」 と 記載し ている 。
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ｃ 　 水道施設停電対策事業

・ 非常用発電設備の設置

ｄ 　 加圧給水車の配備 －　 千円 

ｅ 　 仮設受水槽の配備

ｆ 　 谷ケ原浄水場の火山対策

ｇ 　 災害時体制強化のための総合訓練

　  ( ｳ)  環境にやさ し い水道

ａ 　 水道施設脱炭素化事業

・ ポンプ設備の更新

・ 照明器具のＬ Ｅ Ｄ 化

（ 債務負担行為　 142, 506千円　 令和７ 年度から 令和９ 年度）

化や照明器具のＬ Ｅ Ｄ 化を 行う と と も に、 電気事業で発電し た電力の寒川浄水場での活

脱炭素社会の実現に向け、 水道施設の脱炭素化を さ ら に進める ため、 設備の高効率

1, 196, 308千円

う 。

（ 債務負担行為　 429, 759千円　 令和７ 年度から 令和８ 年度）

水道施設の老朽化等によ る 突発的な 断水事故や、 想定外の濁水が発生し た場合など

128, 953千円

富士山が噴火し た場合の降灰によ る 原水水質の変化に対応する ため、 水の濁り を 固

災害によ る 大規模断水発生時に応急給水を 行う 際、 仮設受水槽を 使用する こ と で給

める ための凝集剤（ Ｐ Ａ Ｃ ） 注入施設の増強・ 更新を行う 。

（ 債務負担行為　 998, 063千円　 令和６ 年度から 令和８ 年度）

大規模な災害発生時における 速やかな応急復旧活動の体制強化を 図る ため、 管工事

業者と 応急復旧工事等に係る 合同訓練を 行う 。

500千円

配水池へ水道水を 供給する 揚水ポン プ所の停電対策のた め、 電源車等から 電力の供

給を 受ける こ と ができ る よ う にポン プ所受電設備の更新や非常用発電設備の設置を 行

92, 142千円

に迅速な応急給水を 行う ため、 「 県営水道出先組織再編計画」 を 踏ま え再編統合予定の

（ 債務負担行為　 19, 771千円　 令和７ 年度から 令和８ 年度）

各水道営業所に加圧給水車を 計画的に配備する 。

用等によ り 、 浄水場における Ｃ Ｏ 2排出量を大幅に削減する 。

（ 債務負担行為　 602, 103千円　 令和７ 年度から 令和８ 年度）

水を 迅速かつ効果的に実施する こ と ができ る こ と から 、 各市町が行う 応急給水を 支援す

る ため仮設受水槽を購入する 。

12, 375千円

※
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ｂ 　 庁舎等照明Ｌ Ｅ Ｄ 化Ｅ Ｓ Ｃ Ｏ 事業【 再掲】

　  ( ｴ)  経営基盤の確立さ れた水道

ａ 　 水道料金関連業務委託事業

ｂ 　 給水装置工事シス テム再構築事業

－

ｄ 　 漏水調査方法の研究【 ゼロ 予算】 －

ｅ 　 水道工事における 施工管理の効率化と 施工品質の向上【 再掲】 7, 650千円

県庁の率先実行であ る 「 県有施設の省エネルギー対策の徹底」 に資する ため、 原則

607千円

（ 債務負担行為　 1, 363, 234千円　 令和５ 年度から 令和８ 年度）

（ 債務負担行為　 3, 061, 845千円　 令和６ 年度から 令和９ 年度）

（ 債務負担行為　 1, 411, 683千円　 令和７ 年度から 令和10年度）

水道営業所におけ る 料金関連業務について 、 よ り 一層の業務効率化を 図る た め、

メ ータ ー検針業務、 未納整理業務、 窓口収納業務等の料金取扱業務を 一括し て民間事

業者に委託する 。

（ 債務負担行為　 1, 225, 407千円　 令和４ 年度から 令和７ 年度）

（ 債務負担行為　 142, 506千円　 令和７ 年度から 令和９ 年度） 【 再掲】

27, 752千円

令和９ 年度ま でに企業庁施設においてＥ Ｓ Ｃ Ｏ 事業を 活用し た照明のＬ Ｅ Ｄ 化に取り 組

む。

紙によ る 窓口申請のみと なっ ている 給水装置工事申請について、 オン ラ イ ン 化によ

る 来所レ ス など 工事事業者の利便性の向上と 、 業務の効率化を 図る ため、 申請手続き の

電子化に向けた「 （ 仮称） 給水装置工事オンラ イ ンシス テム」 の開発に着手する 。

ｃ 　 水道ス マート メ ータ ー導入に向けた取組【 ゼロ 予算】

水道ス マート メ ータ ーの早期導入と 電気・ 水道の共同検針の実現に向けて、 東京電

力パワ ーグリ ッ ド 株式会社と 共同で、 水道ス マート メ ータ ーから 電力ス マート メ ータ ー

ま での通信信頼性を検証する プレ フィ ールド テス ト を行う 。

（ 債務負担行為　 338, 275千円　 令和７ 年度から 令和９ 年度）

従来の音聴調査等で発見困難な漏水も 早期に発見でき る よ う 、 水道管内調査装置等

の技術を民間企業と 共同研究する など 、 効果的な漏水調査方法の研究を行う 。

水道管を 新たに設置する 際に、 こ れま で手作業で行っ て いた水道管の接合具合の測

定と その記録書類等の作成を 、 モバイ ル端末を 利用し た施工支援シス テム を 導入する こ

と で自動化し 、 水道工事業者の業務負担の軽減と 施工品質の向上を 図る 。

1, 795, 784千円
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ｆ 　 デジタ ル技術を活用し た水道の普及啓発

　  ( ｵ)  信頼に応える 水道

ａ 　 箱根地区水道事業包括委託事業

ｂ 　 海外への水道技術協力事業

ｃ 　 障害福祉サービス 事業所への水道メ ータ ー分解作業業務委託事業 6, 842千円

・ 委託数量　 32, 000個

ｄ 　 施工時期の平準化に向けた取組

※令和７ 年度設定工事本数42本（ 令和６ 年度設定工事本数40本）

や研修等を実施し 、 技術協力を進める 。

箱根地区において引き 続き 安定的かつ効率的な水道事業の運営を 行う ため、 平成26

（ 債務負担行為　 3, 422, 844千円　 令和７ 年度から 令和８ 年度）

年度から 開始し た 取組によ っ て構築し た公民連携モデルによ り 、 水道事業の包括委託

（ 第３ 期） を 行う 。

う 、 工期が12ヶ 月未満の工事でも 年度にと ら われず機動的に工事発注する ため債務負

担行為（ ショ ート 債務） を設定する 。

1, 318, 640千円

8, 366千円

（ 債務負担行為　 12, 277, 635千円　 令和５ 年度から 令和15年度）

企業庁が培っ てき た技術力等を 活かし 、 海外の公衆衛生向上に貢献する ため、 ベト

ナム・ ラ ン ソ ン 省及びフ ン イ エン 省と 締結し た覚書に基づき 、 水量管理計画立案の指導

障害福祉サービ ス 事業所の受注拡大と 障がい者の経済的自立の促進等に寄与する た

め、 処分予定の使用済水道メ ータ ーを 分解し 分別する 作業を 給水区域内の障害福祉サー

ビス 事業所に委託する 。

県内中小企業への支援対策と し て、 年間を 通じ て切れ目のない事業展開ができ る よ

Ｖ Ｒ など のデジタ ル技術を 活用し て場所にと ら われない広報を 進める こ と を 目的に、

小学校の学習教材を デジタ ル化する 「 バーチャ ル浄水場（ 令和６ 年度） 」 に続き 、 水源

から 家庭に水が届く ま での過程を学ぶための動画を制作する 。

11, 568千円

※
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( 2)  電気事業会計

　 ア　 当初予算額
（単位  千円）

年　    度
    科  目  等

 収   益   的   収   入 ａ 10, 255, 928 11, 840, 189 1, 584, 261 △       

水 力 発 電 料 金 収 入 7, 585, 932 9, 145, 138 1, 559, 206 △       

太 陽 光 発 電 料 金 収 入 117, 883 119, 074 1, 191 △           

そ の 他 収 入 2, 552, 113 2, 575, 977 23, 864 △          

 収   益   的   支   出 ｂ 8, 419, 536 8, 890, 873 471, 337 △         

職 員 費 1, 697, 970 1, 622, 862 75, 108

修 繕 費 、 委 託 費 3, 344, 579 3, 177, 594 166, 985

減 価 償 却 費 等 1, 504, 736 1, 474, 616 30, 120

支 払 利 息 3, 315 11, 938 8, 623 △           

そ の 他 支 出 1, 868, 936 2, 603, 863 734, 927 △         

ｃ 467, 889 258, 226 209, 663

( ａ - ｂ - ｃ )

 資   本   的   収   入 ① 398, 871 354, 276 44, 595

5, 480, 161 3, 551, 718 1, 928, 443

建 設 改 良 事 業 費 等 5, 359, 485 3, 197, 239 2, 162, 246

元 金 償 還 金 120, 676 354, 479 233, 803 △         

5, 081, 290 △       3, 197, 442 △       1, 883, 848 △       

（ 参考）

③ 18, 506, 720 17, 576, 870 929, 850

④ 1, 814, 288 △       929, 850 2, 744, 138 △       

16, 692, 432 18, 506, 720 1, 814, 288 △       

令和７ 年度
当初予算額

　 　 　 　 　 Ａ

令和６ 年度
当初予算額

　 　 　 　 　 Ｂ

増減額
　 Ａ －Ｂ

収
 
益
 
的
 
収
 
支

内
 
訳

内
　
　
　
訳

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額

当 年 度 利 益 剰 余 金 又 は 欠 損 金
ｄ 1, 368, 503 2, 691, 090 1, 322, 587 △       

資
本
的
収
支

 資   本   的   支   出  ②

内
訳

資 本 的 収 支 差 引 額 ( ① - ② )

( 注１ )  令和６ 年度当初予算額の「 前年度末資金残高」 は、 令和５ 年度決算を 反映さ せた額である 。
( 注２ )  「 当年度分資金収支」 は、 当年度利益剰余金・ 損益勘定留保資金等から 資本的収支差引額を
　 　 　 差し 引いたも のである 。

資
金
収
支

前 年 度 末 資 金 残 高

当 年 度 分 資 金 収 支

資 金 残 高 （ ③ ＋ ④ ）
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イ 　 電力料金収入の状況

　 ( ｱ)  水力発電によ る 収入

( 単位　 千円）

年　 度

項目

( 単位　 kWh）

年　 度

項目

　 ( ｲ)  太陽光発電によ る 収入

( 単位　 千円）

年　 度

項目

( 単位　 kWh）

年　 度

項目

令 和 ７  年 度 令 和 ６  年 度
増減額 前年度対比

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

電 力 料 金 収 入 6, 863, 769 6, 957, 295 △ 93, 526 98. 7%

容 量 市 場 収 入 722, 163 2, 187, 843      △ 1, 465, 680 33. 0%

令 和 ７  年 度 令 和 ６  年 度 増減 前年度対比

年 間 目 標 供 給 電 力 量 713, 537, 990 719, 249, 990 △ 5, 712, 000 99. 2%

令 和 ７  年 度 令 和 ６  年 度
増減額 前年度対比

当 初 予 算 額 当 初 予 算 額

電 力 料 金 収 入 117, 883 119, 074 △ 1, 191 99. 0%

令 和 ７  年 度 令 和 ６  年 度 増減 前年度対比

年 間 目 標 供 給 電 力 量 2, 774, 936 2, 802, 968 △ 28, 032 99. 0%
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 ウ 　 主要事業の概要

 　 ( ｱ)  県民から 信頼さ れる 事業運営

ａ 　 ダム・ 発電所地域振興助成事業

　  ( ｲ)  施設の将来を見据えた整備

ａ 　 相模ダムリ ニュ ーアル事業

ｂ 　 城山発電所再整備事業

　  ( ｳ)  施設の適切な維持管理

ａ 　 相模貯水池管理事業

ｂ 　 相模貯水池堆砂対策事業

・ 堆積土砂し ゅ んせつ工事　 15万㎥

（ 継続費総額　 7, 169, 000千円　 令和７ 年度から 令和11年度）

98, 600千円

城山発電所の１ 、 ２ 号機について、 老朽化対策と 併せて 発電能力を 強化する ため最

新機器への更新を行う 。

1, 797, 751千円

県営電気事業に対する 理解・ 協力と 地域振興に資する た め、 発電所等所在市町村が

実施する ダム・ 発電所を活用し た事業に対し て助成を行う 。

（ 継続費総額　 10, 963, 000千円　 令和６ 年度から 令和10年度）

発電用水及び水道用水の安定供給を 図る ため、 相模ダム ・ 沼本ダム 諸設備の整備等

を行う 。

718, 470千円

相模貯水池の上流域の災害防止と 有効貯水容量の維持を 図る ため、 相模貯水池堆砂

対策事業計画に基づき 堆積土砂の除去等を行う 。

18, 000千円

相模ダム を 将来にわたり 健全に保ち 、 ダム の機能を 維持する ため、 令和５ 年度に策

定し た実施計画に基づき 、 老朽化し たダム のゲート の取替えや、 ダム 直下流の洗堀さ

れた河床等の保護を行う ための工事等を 進める 。

3, 758, 575千円

相模ダム完成予想図

事業の対象区域 全市町村
※「 ダム・ 発電所地域振興助成事業」 は相模原市、 山北町、 箱根町、 愛川町、 清川村、 山梨県上野原市
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ｃ 　 道志調整池保全対策事業

ｄ 　 水力発電所オーバーホール事業

ｅ 　 ド ロ ーン活用強化事業

　  ( ｴ)  脱炭素社会の実現に向けた取組

ａ 　 蓄電所導入に向けた取組

ｂ 　 庁舎等照明Ｌ Ｅ Ｄ 化Ｅ Ｓ Ｃ Ｏ 事業

　  ( ｵ)  経営基盤の強化

ａ 　 水力発電所ス マート 保安シス テム導入事業

（ 債務負担行為　 47, 406千円　 令和７ 年度から 令和９ 年度）

（ 債務負担行為　 1, 138, 532千円　 令和６ 年度から 令和８ 年度）

315千円

県庁の率先実行であ る 「 県有施設の省エネルギー対策の徹底」 に資する ため、 原則

建設規模の検討やビジネス モデルの具体的な調査を行う 。

電力の安定供給を 図る た め、 早川発電所発電機の大規模な修繕（ オーバーホ ール）

令和９ 年度ま でに企業庁施設において Ｅ Ｓ Ｃ Ｏ 事業を 活用し た 照明のＬ Ｅ Ｄ 化に取

り 組む。

等を行う 。

278, 159千円

－　 千円 

19, 000千円

再生可能エネ ルギ ーを 効果的に活用し て 電力を た める 「 蓄電所」 の新規導入に向

け、 令和６ 年度に調査し た建設条件を 基に、 企業庁未利用地の有力候補地に対し て、

－　 千円 

や計測値な ど のデータ を 遠隔で収集・ 解析が可能と な る ス マート 保安シ ス テム の導

道志調整池の上流域の災害防止と 発電使用水量の確保を 図る ため、 堆積土砂の除去

等を行う 。

効率的な施設点検と 災害時における 迅速な状況確認を 実現する ため、 ド ロ ーン を ダ

ム施設など の点検に活用する 。

1, 779千円

水力発電所の効率的な保守管理の実現と 停止時間の短縮を 目的に、 設備の状態信号

（ 債務負担行為　 191, 037千円　 令和７ 年度から 令和９ 年度）

入を計画的に進める 。

蓄電所設置例

（ 北海道電力ネッ ト ワ ーク ㈱設置）

※

※
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( 3)  公営企業資金等運用事業会計

　 ア　 当初予算額

※　 所有不動産である プロ ミ ティ ふちのべビ ルの建物等について、 減損損失を 計上し た結果、 欠損

　 金が生じ る 。

　 イ 　 主要事業の概要

　  ( ｱ)  資金・ 資産の効果的な活用

　 　  ａ 　 水道事業会計への長期貸付金

　  ( ｲ)  情報収集・ 情報発信の強化

　 　  ａ 　 Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ によ る 情報発信

　  ( ｳ)  職場環境の整備

　 　  ａ 　 オフ ィ ス 環境改善事業

4, 500, 000千円

コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン ア プリ 「 Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ 」 を 活用し 、 突発断水等に関する 情報やダム

放流情報など を 効果的に発信する 。

11, 521千円

69, 000千円

働き やすい職場環境を つく り 、 働き 方改革を 進め、 質の高い県民サービ ス の提供につ

なげる ため、 オフ ィ ス 環境を 改善する 。

（ 単位　 千円）

貸　 付　 額 償　 還　 額

水 道 事 業 会 計 80, 400, 000 54, 122, 232 4, 500, 000 4, 010, 028 54, 612, 203

相 模 原 市 162, 660 13, 659 -           7, 569 6, 090

計 80, 562, 660 54, 135, 891 4, 500, 000 4, 017, 597 54, 618, 293

区分 貸 付 総 額
令和６ 年度末
貸 付 残 高

令和７ 年度 令和７ 年度末
貸 付 残 高

事業の対象区域

全市町村

      ( 単位　 千円）

令和７ 年度
当初予算額

令和６ 年度
当初予算額

増減額 区　 分 令和７ 年度 令和６ 年度 増減額

収入 1, 210, 143 967, 197 242, 946

支出 1, 751, 825 668, 082 1, 083, 743

収入 4, 454, 924 3, 984, 421 470, 503 補 塡 財 源

支出 4, 742, 843 4, 592, 498 150, 345 使 用 額

収入 5, 665, 067 4, 951, 618 713, 449

支出 6, 494, 668 5, 260, 580 1, 234, 088

勘定区分

843, 132 △ 

320, 158 △ 

計

損益 △ 522, 728  320, 404

資本 287, 919 608, 077

当 年 度
利 益 剰 余 金
又 は 欠 損 金

※
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( 4)  相模川総合開発共同事業会計

　 ア　 当初予算額

　 イ 　 主要事業の概要

　  ( ｱ)  貯水池等の管理

　 　 ａ 　 城山ダム施設管理事業

　 　 ｂ 　 城山貯水池の堆砂対策

2, 141, 746千円

城山ダ ム 施設の適正な 運営を 行う た め、 ダ ム 施設及び城山貯水池（ 津久井湖） の維

持管理等保全対策を行う 。

・ 受変電設備更新工事

（ 債務負担行為　 　  387, 976千円　 令和５ 年度から 令和７ 年度）

・ 放流警報設備更新工事

（ 債務負担行為　    172, 750千円　 令和６ 年度から 令和７ 年度）

・ Ｉ Ｔ Ｖ 設備更新工事

（ 債務負担行為　     67, 661千円　 令和６ 年度から 令和７ 年度）

・ 放流警報設備更新工事

（ 債務負担行為   　 134, 720千円　 令和７ 年度から 令和８ 年度）

・ 城山ダムエレベータ 設備改良工事

（ 債務負担行為　 　  109, 934千円　 令和７ 年度から 令和８ 年度）

181, 554千円

　 城山貯水池の上流域の災害防止を図る ため、 堆積土砂の除去等を行う 。

事業の対象区域（ 事業者）

神奈川県、 横浜市、 川崎市、 横須賀市

      ( 単位　 千円）

令和７ 年度
当初予算額

令和６ 年度
当初予算額

増減額

収入 2, 637, 382 2, 527, 023 110, 359

支出 2, 637, 382 2, 527, 023 110, 359

収入 603, 243 299, 627 303, 616

支出 603, 243 299, 627 303, 616

収入 3, 240, 625 2, 826, 650 413, 975

支出 3, 240, 625 2, 826, 650 413, 975

勘定区分

損益

資本

計
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( 5)  酒匂川総合開発事業会計

　 ア　 当初予算額

　 イ 　 主要事業の概要

　  ( ｱ)  貯水池等の管理

　 　  ａ 　 三保ダム施設管理事業

　 　  ｂ 　 貯水池等保全対策事業

1, 109, 053千円

1, 307, 559千円

　 三保ダム施設の適正な運営を行う ため、 ダム施設の維持管理等保全対策を行う 。

・ 多重無線設備更新工事

（ 債務負担行為　    232, 529千円　 令和７ 年度から 令和８ 年度）

　 三保貯水池（ 丹沢湖） の保全を図る ため、 堆積土砂の除去等を行う 。

・ 流芥処理施設更新工事

（ 債務負担行為　  　 336, 490千円　 令和６ 年度から 令和７ 年度）

事業の対象区域（ 事業者）

神奈川県、 神奈川県内広域水道企業団及び東京発電株式会社

      ( 単位　 千円）

令和７ 年度
当初予算額

令和６ 年度
当初予算額

増減額

収入 1, 998, 651 2, 093, 000 94, 349 △ 

支出 1, 998, 651 2, 093, 000 94, 349 △ 

収入 464, 211 10, 810 453, 401

支出 464, 211 10, 810 453, 401

収入 2, 462, 862 2, 103, 810 359, 052

支出 2, 462, 862 2, 103, 810 359, 052
計

勘定区分

損益

資本
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Ⅲ　 附属資料

　 １ 　 企業庁の概況

　 　 企業庁は、 昭和27年10月１ 日の 地方公営企業法の施行に 伴い 、 当時本県が 実施し て

いた県営水道事業（ 湘南地区） 及び県営相模原水道事業を 水道事業と し て 、 相模川河水統

制事業を 電気事業と し て、 こ れら の事業を 総合的に運営する た めに発足し た 。 あ あ あ あ あ

あ その後、 経済の発展や県民生活の向上に伴い逐次事業の拡大を 図り 、 現在では、 水道事

業、 電気事業、 公営企業資金等運用事業、 相模川総合開発共同事業及び酒匂川総合開発事

業の５ 事業を 独立採算制のも と に運営し ている 。

水道事業

水道事業は、 湘南、 県央、 県北及び箱根地区な ど 12市６ 町を 給水区域と し 、 284万余人

に給水する 広域的な事業を経営し ている 。 あ

安全で良質な水を 安定的に供給する た め、 長期的な 視点に立っ て 、 水道施設の更新や維

持管理に取り 組むこ と と し 、 災害等に強い水道づく り のた め、 災害発生時における 被害の

抑制や早期復旧な ど の効果に着目し て戦略的な管路整備を 推進する ほか、 浄水場や配水池

の耐震化に加えて、 停電対策・ 浸水対策を 計画的に進めている 。

（R７.４.１現在）

24



電気事業

電気事業は、 「 水力発電」 と 「 水の供給」 を 目的と し て 、 昭和13年に相模川河水統制

事業を 発足さ せ、 相模ダム 、 沼本ダム を 築造し た。 現在では、 同ダム の管理を 始め、 県内の

主な 河川で あ る 相模川、 酒匂川及び早川の 各水系におい て 、 相模発電所な ど 14か 所の

水力発電所を 運転し て おり 、 そ の 最大出力は、 合計35万4, 961キ ロ ワ ッ ト であ る 。 中で

も 、 公営電気事業者では唯一、 揚水式発電所であ る 城山発電所を 有し て いる 。 あ あ あ あ あ

ま た、 「 再生可能エネルギー導入の推進」 を 目的と し て 、 谷ヶ 原太陽光発電所及び愛川

太陽光発電所を 運転し て おり 、 そ の 最大出力は、 合計2, 896キ ロ ワ ッ ト で あ る 。 あ あ

その他、 神奈川県（ 水道事業） 、 横浜市及び川崎市に水道用原水を 供給する と と も に、

相模貯水池の上流域の災害防止と 有効貯水容量の維持を 図る ため、 相模貯水池堆砂対策事業

と し て、 し ゅ んせつ等の対策を 行っ ている 。

公営企業資金等運用事業

公営企業資金等運用事業は、 県公営企業の剰余金によ り 設置さ れ、 一般会計、 他の特

別会計等に対する 資金の長期貸付のほか、 土地等の保有資産の貸付など を 行っ ている 。

発 電 所 名 最大出力
発 電 機
台 数

発 電 所 型 式

相 模 31, 000 2 ダ ム 式 相 模 原 市 緑 区 若 柳

津 久 井 25, 000 2
１ 号 ダ ム 水 路 式
２ 号 水 路 式

〃 緑区谷ヶ 原

道 志 第 １ 10, 500 1 ダ ム 水 路 式 〃 緑 区 牧 野

道 志 第 ２ 1, 050 1 〃 〃 〃

道 志 第 ３ 1, 000 1 水 路 式 〃 〃

道 志 第 ４ 59 2 〃 〃 〃

愛 川 第 １ 24, 200 1 ダ ム 式

愛 川 第 ２ 1, 200 1 〃 〃 〃

早 戸 川 72 1 水 路 式

早 川 2, 900 1 〃

玄 倉 第 １ 4, 400 1 〃

玄 倉 第 ２ 2, 900 1 〃 〃 〃

柿 生 680 1 〃

城 山 250, 000 4 日 調 整 純 揚 水 式

谷 ヶ 原 太 陽 光 1, 000 - 太 陽 光 〃 緑区谷ヶ 原

愛 川 太 陽 光 1, 896 - 太 陽 光

計 357, 857 20

足柄下群箱根町宮城野

足 柄 上郡山 北町 玄倉

川 崎 市 麻 生 区 黒 川

相 模 原 市 緑 区 川 尻

愛 甲 郡 愛 川 町 半 原

所 在 地

 ＜発電所＞ ( 単位： kW)

相 模 原 市 緑 区 鳥 屋

愛 甲 郡 愛 川 町 半 原
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　 　 　  三保ダムと 貯水池

相模川総合開発共同事業

相模川総合開発共同事業は、 神奈川県、 横浜市、 川崎市及び横須賀市が共同事業と し て

建設し た城山ダム 、 寒川取水施設、 串川取水施設等の維持管理及び取水量の管理を 企業庁が

共同事業者から 委託を 受けて行う と と も に、 共同事業者に水道用原水の分水を 行っている 。

ま た、 「 相模湖、 津久井湖、 丹沢湖、 寒川滞水域、 社家滞水域、 飯泉滞水域等の水域に

おける 行為の規制に関する 条例」 に基づいて津久井湖等の管理事務を 行っ ている 。

　 　 　  城山ダムと 貯水池

おける 行為の規制に関する 条例」 に基づいて丹沢湖等の管理事務を 行っている 。

酒匂川総合開発事業

酒匂川総合開発事業は、 神奈川県、 神奈川県内広域水道企業団及び東京発電株式会社か

ら 委託を 受けて企業庁が建設し た三保ダム の維持管理を 企業庁が神奈川県から 委任を 受け

て 行う と と も に、 三保ダム 下流河川の流量を 確保し 、 ま た 、 飯泉取水堰で取水する 神奈川

県内広域水道企業団の水道用原水を 確保し ている 。

ま た、 「 相模湖、 津久井湖、 丹沢湖、 寒川滞水域、 社家滞水域、 飯泉滞水域等の水域に

＜城山ダム ＞

完 成 年 月日  昭和40年３ 月

形 式  重量式コ ンク リ ート ダム

堤 高  75ｍ

堤 頂 長  260ｍ

総 貯 水 容量  6, 230万ｍ
３

有効貯水容量  5, 470万ｍ
３

＜三保ダム＞

完 成 年 月日  昭和54年３ 月

 土質し ゃ水壁型

 ロ ッ ク フ ィ ルダム

堤 高  90ｍ

堤 頂 長  587. 7ｍ

総 貯 水 容量  6, 490万ｍ
３

有効貯水容量  5, 450万ｍ
３

形 式
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